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Foreword

巻頭言� 共同参画に寄せて

家庭科を大学入試の受験科目にしたらどうか
　家庭科を大学入試の受験科目にしたらどうかと思っている。
　突拍子もないことを、と思うだろうが、どうしてなかなか家庭科はふと
ころの深い教科なのである。子育て介護から、衣食住や環境問題まで、生
活現場で人間や社会について考えさせる教科である。だから自分でテーマ
をみつけて調査したり仮説を立てて検証したりする材料がふんだんにある。
　発達心理学的な実験もできる。社会調査の方法でいろいろな調査ができ
る。心理学や環境学やNPO論や、今日的な学問分野に直結している。ほ
かにこんな教科があるだろうか。
　ところが、である。いま全国の進学校で家庭科の履修単位数が減らされ
ている。残念だ。
　何かできないかと思い、昨年、高等学校の家庭科教科書を読んでもらい、
その感想を尋ねるという調査をおこなった。結局、約350人の成人男女に
聞くことができた。
　結果は予想通り。多くの人が、思っていたよりずっと大切なことが書い
てあると感じ、家庭科の授業時間数削減に反対だった。わが意を得たり、
の思いを強くした。
　家庭科が大切にされるには大学受験科目になるのがいちばんだ。そう
思って同僚教授たちに話をするが、だれも賛同してくれない。これまた、
はなはだ残念である。

中央大学
法学部教授
広岡 守穂

主な予定
Schedule

2月22日～3月4日 第55回国連婦人の地位委員会（CSW）・（ニューヨーク）

3月8日 国際女性の日

3月10日 農山漁村女性の日（主唱：農林水産省）
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Special Feature 特集

男性、子どもにとっての 
男女共同参画

内閣府男女共同参画局推進課
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　ここ数年、女性の社会参加・参画
が経済に活性化をもたらし社会を活
気づけるというデータが次々に出さ
れている。経済産業省の調査（女性
が活躍しやすい企業ほど業績がアッ
プしている）、マッキンゼーによる
EU企業調査（女性役員の多い企業
ほど業績がアップしている）、世界
経済フォーラムの推計（アメリカ合
衆国で男女平等が達成されると
GDPが9％アップするなど）、さら
にモルガンスタンレーの「日本ポト
フォリオ戦略」（日本での男女平等
の達成はGDPを15％押し上げる）
などである。いわゆるウーマノミッ
クス（女性の経済参画による経済効
果）の流れだ。
　しかし、周知のように日本社会は
この流れに大きく遅れをとってい
る。というのも、1970年代以後の
国際的な男女共同参画＝ジェンダー
平等の展開に、日本社会が十分に対
応しなかったからだ。
　それならなぜ日本では、70年代以
後、他の経済の発達した諸国のよう
に男女共同参画が進まなかったの
か。いろいろ理由はあるだろう。し
かし、おそらく最大の理由は、社会
を主導的に担ってきた男性たちの意
識が、「女性は家庭に」という固定
的な意識から脱却できなかった点に
あるだろうと思う。
　この意識は、男女共同参画の施策
が日本で本格的に動き始めた2000
年以後も、ほとんど変化しなかっ

た。というのも、男性たちにとって、
男女共同参画という課題は「女性の
課題であり、自分にとっても社会全
体にとってもたいして影響はない」
と考えられてきたためだろう。
　今回の第三次男女共同参画基本計
画が「男性・子ども」という分野を
独立させてたてた背景には、こうし
た男性たちの意識を変える（変って
もらう）ことで、これまで十分に実
効性が発揮しえたとはいいにくい男
女共同参画政策をより実効性のある
ものへと深化させていこうという判
断があった。
　と同時に、男女共同参画という課
題が、「女性の問題」としてだけで
なく、実は「男性の問題」でもある
ということが、ここには含まれてい
る。1970年代以後急速に拡大した
「男性は長時間労働、女性は家事・
育児（さらにパート労働）」という
仕組みは、日本の経済成長を支える
一方で、家庭や地域から男性の居場
所を奪ってしまった。現在の家族の
危機や地域の人間関係の希薄化など
の原因のひとつは、こうした男性た
ちの「家庭ばなれ、地域ばなれ」に
もあるはずだ。また、家庭生活を放
棄して仕事に命をかける男性たちの
生活からは、過労死や自殺死亡率の
上昇という負の側面も生じさせてし
まった。男女共同参画社会の形成
は、これまでの「仕事中心」の生活
から男性を解放し、男性たちが家族
と時間を共有し、地域社会に貢献し

うることを視野にいれるべきだ。
　男女で社会を支え、共に家庭・地
域を担う男女共同参画の形成のため
には、何よりもワーク・ライフ・バ
ランスが前提になる。生産性を高め
つつ男女で効率よく働き、ともに家
庭・地域に責任をもつこの仕組みが
うまく形成できれば、子育てや高齢
者介護の面でも（もちろん、保育所
や高齢者施設等の社会的サポートを
充実させつつ）、多くのプラスを生
み出すはずだ。
　もうひとつの「子ども」という課
題も今回新たに加えられたものだ。
この施策の目的は、何よりもまず
「子どもの頃からの男女共同参画の
理解促進」だ。子どもの発達段階に
応じてジェンダーに敏感な視点から
社会を認識する機会を提供し、自尊
感情と生き甲斐をもって将来設計が
できるような次世代の育成という思
いがここには込められている。
　また、「子どもの健やかな成長と
安全で安心な社会の実現」も、ここ
では強調されている。児童虐待や子
どもを取り巻く社会環境の問題への
対応など、子どもをめぐる多様なリ
スクから子どもたちを守り育んでい
くためには、さまざまな施策が必要
だ。子ども自身が自ら判断力を身に
つけ、自立・自律していくための支
援の方策もまた重要な課題になるだ
ろう。男女両性が共に協力しつつ、
社会全体で子どもを支えることが求
められているのである。

京都大学大学院教授　伊藤　公雄
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Report

昨年12月17日に第3次男女共同参画基本計画が閣議決定され、重点分野
の一つとして「男性、子どもにとっての男女共同参画」が新設されまし
た。今月の特集では、基本計画の答申策定の議論に参加いただいた伊藤
委員の寄稿を紹介するとともに、自治体や実際に活動されている方々の
事例を紹介いたします。

　大分県では、平成21年度からの
「中期行財政運営ビジョン」におい
て、「子育て満足度日本一を目指す
大分県」を政策目標に掲げ、本県の
未来を担う子どもたちや若い世代の
夢を後押しする取組を幅広く展開し
ています。
　子育て支援のなかでも、男性の子
育て参画は、母親の育児負担の軽減
や子どもの健全な育ちはもとより、
少子化対策、女性の就業率の向上、
従業員の意欲向上、職場の業務効率
化にも有効であり積極的に推進して
いく必要があります。
　ところが、本県の就学前児童を持
つ父親は、全国平均に比べて就業時
間が長く、家事・育児にかける時間
が一日36分と全国で最も短いとい
う調査結果があります。（総務省
「平成18年社会生活基本調査」）
　そこで本県では、「男性の子育て
参画の推進」を喫緊に取り組むべき
課題として、様々な取組を行うこと
としています。
「社会全体で応援する機運づくり」
　男性の子育て参画について広く県
民の関心を喚起し、社会全体で応援
する機運を高めるため、全国多数の
応募作品の中から選ばれたシンボル
マークやキャッチコピー「男から父
親へ。あなたの『育児宣言』を応援
します。」を活用したバッジ・リー
フレットの作成・配布や、父親の子
育て応援サイトの立ち上げなど、多
様な媒体・手法を使った広報啓発を
展開しています。

　また、実際に育児休業を取得した
男性の体験に基づき、育児の苦労と
喜びを描いたマンガ本を作成し、若
い子育て世代に読んでもらえるよ
う、県内のコンビニエンスストアや
小児科などに置いて無料で配布して
います。
今年度の取組
　今年度から8月を「パパの子育て
応援月間」とし、公募した応援メッ
セージをラジオ放送するとともに、
県内6か所で「パパの子育て応援セ
ミナー」を市町村との共催で実施し
ました。
　また、父親の子育て力の向上や交
流の促進を図るため、子育て中の父
親をメンバーとする「おおいたパパ
くらぶ」を立ち上げ、「遊びから学
ぶ、こどもとの関わり」「パパのた
めの絵本の読み聞かせ講座」「ママ
とのパートナーシップ」など、計6
回の講座を開催しました。
　今年2月11日には、「子育てハッ
ピーアドバイス」シリーズで有名な
明橋大二先生の講演やNPO法人
ファザーリング・ジャパン代表の安
藤哲也さんの絵本の読み聞かせワー

クショップ等による「男性の子育て
参画日本一フォーラム」を開催する
こととしています。
　一方で、県庁における男性の子育
て参画を推進するため、職場実態に
応じた「大分県庁子育てパパサポー
トプラン」を部局ごとに定め、職員
の意識改革や育児休業等の取得促進
といった取組も行っています。
　男性の子育て参画の推進は、①男
性自身も子育てや家庭生活を楽しむ
時間を持つことができる。②子育て
を経験することで視野が広がるとと
もに、周囲の協力を得たり、時間を
上手に使ったりと段取り力の向上も
期待できる。③家事や育児の楽しみ
や大変さを共有することで、夫婦間
の信頼が高まる。④家族のふれあい
が増えることは、子どもの健やかな
育ちによい影響を与える。といった
効果が期待できます。
　本県では、すべての人が仕事と生
活の両方を充実できる、ワーク・ラ
イフ・バランスの推進に資する男性
の子育て参画の推進に今後も積極的
に取り組んでいきます。
（福祉保健部こども子育て支援課）

「男性の子育て参画日本一」を目指す取組　―大分県―

パパの子育て応援本
パパの子育て応援
シンボルマーク 「おおいたパパくらぶ」料理講座
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Special Feature
男性、子どもにとっての男女共同参画

　「男性、子どもにとっての男女共
同参画」を進めることが重要である
ことは分かっていながら、実際にど
のように進めていくかというのは常
に悩みの種です。平成22年11月に
開催された男女共同参画ヤングリー
ダー会議の班別討議において、「男
性、子どもにとっての男女共同参
画」を取り上げた班のメンバーの実
際の活動を基に、「男性、子どもに
とっての男女共同参画」実践例を班
の報告内容を一例としてご紹介しま
す。

Ｑ：男性の家庭、地域への
参画ってどうアプローチす
るといい？
　人生のフェーズごとにアプローチ
は異なってくると思います。独身の
人もいるし、プレパパとかマタニ
ティの人もいるし、現役のパパもい
るし、シニアの人もいます。その中
で例えば独身の人に子育てとはこう
いうものだと言っても、なかなか関
心がないので、訴えかけるのは難し
いと思います。そこで、そういう人
には、1人で生きていく力をつけて
いく、つまり自活をする力をつける
というふうにアプローチしたらいい
のではないかと思います。
　プレパパやマタニティの方に関し
ては、例えば両親学級の際に、沐浴
指導だけでなく、現役のパパと自分
の持っている不安なことについての
話ができたり、つながりができたり

すると、ロールモデルも見えるし、
後々パパ同士のつながりにも発展し
ていくので、そのような両親学級が
できるといいのではないかと思いま
す。
　また、現役パパに関しては、おや
じの会だとか、いろんなパパをつな
ぐような活動がきっかけになると思
います。

Ｑ：実際に男性の参画を進
めるきっかけづくりって？
　通常、例えばパパ対象とした講座
を開いても、パパはなかなか集まっ
てこないことが多いです。群れるの
を嫌がったりとか、そういう組織に
入っていくのを物すごく嫌がる男性
も多いので、まずは、「イベントあ
りき」で考えることが重要だと思い
ます。
　ママを入り口にパパを引っ張り出
してもらうとか、一番いいのは子ど
もが楽しめる家族向けのイベントな
どで集客して、そこにパパを引き込
むというのがいいのではないかと思
います。
　そうしたきっかけづくりという意
味でいえば、「お父さん集まれ」と
いうのではなくて、このイベントを
行うので、楽しいことをしたい人、
この指とまれというところから、後
付けで団体にしていくという手法も
いいと思います。
　一回やったことが楽しければ、次
もやろうということになり、その後

例えばPTAの役員になったり、地
域の防犯活動に携わるなど、地域の
子どもを見守ることは楽しいという
ことで実際の活動などにも発展して
いくのではないかと思います。

Ｑ：新たな組織を立ち上げ
た後、参加者を増やしてい
くには？
　従来は四角四面のプリントでイベ
ントを紹介し、参加できる方は署名
して返してくださいといったやり方
をしていたのですが、何とか間口を
広げる方法はないのかという話に
なったときに、チラシみたいなもの
に変えていくことにしました。これ
は、サークルですよと、楽しいです
よ、ということを全面に打ち出すこ
とにして、そういうところから興味
を持ってもらうということにすごく
努力を割きました。
　また、例えばサッカーゴールのペ
ンキ塗りの活動を行うときでも、
サーカーゴールはひっくり返さない
と塗れない部分があるので、ペンキ
が乾くまで待ったりするなど時間が
かかります。そこで、その間にソフ
トボールをすることにしました。ソ
フトボールをやりたいお父さんはた
くさんいるので、そこに参加してき
たお父さんもそこで一緒に勧誘して
参加者を増やしていきました。
　また、参加者を増やしていく中
で、お父さん方が心配されることが
多いのは、責任を負わなければなら

実際にはどう進めていけばいいでしょうか？
平成22年度男女共同参画ヤングリーダー会議４班
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ないのではないか、何か催しがある
たびに来なければならないのではな
いかということです。そこでそうし
た不安を解消するために、1つだけ
会則をつくりました。それは、「で
きる人が、できるときに、できるこ
とを」です。注意書きとして、飲み
会にはなるべく出席しましょうとい
うのが指示書きとしてあるんですけ
れども、それぐらい気軽に参加でき
るような形にすることで間口を広げ
ていくのがいいのではないか。そこ
から深く入り込んでいくようにして
いくのがいいのではないかと思いま
す。

Ｑ：子どもの頃から男女共
同参画について理解しても
らうには？
　子どもたちが一番何を見ているか
というと、お父さんやお母さんの姿
だと思います。したがって、子ども
に自然な形で伝えていくためには、
大人が男女共同参画についての理解
を深めていくことが必要だと思いま
す。そうした中で、父親が自然な形
で子育てに関心を持ち、関わること
ができれば、自然と、同じ子育て
真っ最中のパパ友ができたりして、
お父さん同士のつながりができてい
くと思います。そうした姿を子ども
たちが見て育っていくことで、自然
と学んでいくことが非常に多いので
はないかと思います。
　親子で触れ合うということを目的

として、例えば食育レストランと
いったイベントを開催すると、食卓
というものをお父さんもお母さんも
子どもも一緒になってつくっていき
ます。家族の食卓というのは、本当
に子どもたちにとっても、大人の私
たちにとってもふるさとです。そう
いったものを一緒につくって、一緒
に囲んで分かち合う。そんな活動を
通して、お父さんがいろんな子ども
のことに目を向けたり、育児のこと
に目を向けたりというきっかけづく
りになればいいと思っています。い
ろんなきっかけによって、夫婦のお
互いの苦労を知ったり、共有できる
ことで、年数をかけて子どもたちに
も伝わっていくのかなと感じます。

Ｑ：地域での活動に時間を
割くと、家庭での男女共同
参画がかえっておろそかに
ならない？
　子どもと一緒におやじの会に頻繁
に出席していたところ、今度は準備
する側になり、結果的には家から出
ることが多くなったことがありまし
た。
　そこで、毎日晩御飯を食べた後に
必ず食器を洗いながら、5分でも10
分でもいいから、妻の話を聞くこと
にしました。こっちから話をするの
ではなくて、今日1日あったことと
かの話をどんどん聞いていこう、と
いうスタンスです。ありがたいこと
に、食器を洗う時間というのは、子

どもたちも来なくて、妻とコミュニ
ケーションがとれる時間になりまし
た。ご飯を食べている時間は、子ど
もたちが一生懸命話をするので、実
は妻と話をする時間があまりなく
て、どうしたら話ができる時間がつ
くれるかなと思っていたら、それは
食器を洗う時間だということに気づ
きました。食器洗いをしながら妻の
話を聞くというのを始めたことで、
地域の活動などで表に出ることが多
くなっても、いい夫婦関係がつくれ
るようになりました。
　結局、男性と女性が寄り添うこ
と。これまで女性が行っていた（行
うべきと思われていた）分野に男性
が進み出ること。これまで男性が
行っていた（行うべきと思われてい
た）分野に女性が進み出ることで、
お互いを理解し、認め合うようにな
り幸せな世の中を実現できるのでは
ないかと思います。

（平成22年度男女共同参画ヤング
リーダー会議4班：近澤恵美子（埼
玉県）／荒巻仁（福井県）／藤森新
五（静岡県）／鬼頭真理子（愛知
県）／山本雄二（鳥取県）／高橋勝
子（香川県）／筒井美佐子（香川
県）／中村和憲（愛媛県）／赤木貴
尚（長崎県）／坂井一也（熊本県）
／浅井紀子（相模原市）／戎多麻枝
（大阪市））
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Special Feature 特集

子ども・若者白書（旧青少年白書）
内閣府政策統括官（共生社会政策担当）

2
1　はじめに
　平成22年は、4月に「子ども・若
者育成支援推進法」（平21法71）
（以下、「推進法」という。）が施行
され、7月には、推進法に基づく子
ども・若者育成支援推進大綱である
「子ども・若者ビジョン」（平成22
年7月23日子ども・若者育成支援推
進本部決定）（以下、「ビジョン」と
いう。）が策定される等大きな節目
の年でした。
　ここでは、推進法を受けて、12月
に、新たに法定白書として国会に提
出された「子ども・若者白書」につ
いて、簡単に紹介します。

2　推進法から白書まで
（1）子ども・若者育成支援推進法
　有害情報の氾濫等子ども・若者を
めぐる環境の悪化やニート、ひきこ
もり、不登校等子ども・若者の抱え
る問題の複雑化、さらには、従来の
個別分野における縦割り的な対応で
は限界が生じていることを背景とし
て、

①�　国の本部組織、子ども・若者育
成支援のための大綱（子ども・若
者育成支援推進大綱）、地域にお
ける計画、ワンストップ相談窓口
等子ども・若者育成支援施策の総
合的推進のための枠組み整備
②�　社会生活を円滑に営む上での困
難を有する子ども・若者を支援す
るための地域ネットワーク整備

を主な内容とする推進法が平成21
年7月に成立し、平成22年4月1日に
施行されました。

（2）子ども・若者ビジョン
　推進法の施行後、速やかに子ど
も・若者育成支援推進大綱を策定す
るため、平成22年1月から政務三役
及び有識者からなる「子ども・若者
育成支援に関するワーキングチー
ム」において検討を開始しました。
　また、その過程では、内閣府特命
担当大臣と子ども・若者との対話集
会を開催しました。
　その後、4月1日の推進法の施行に
伴い、内閣府に、特別の機関として
「子ども・若者育成支援推進本部」
(以下、「本部」という。)を設置しま
した。
　推進法では、本部の所掌事務は、

①�　子ども・若者育成支援推進大綱
を作成し、その実施を推進するこ
と
②�　子ども・若者育成支援に関する
重要な事項について審議すること

等としており、また、本部の本部長
は内閣総理大臣、副本部長は内閣官
房長官及び青少年育成を担当する内
閣府特命担当大臣、本部員は国家公
安委員会委員長、総務大臣、法務大
臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、
経済産業大臣、その他本部長及び副
本部長以外の国務大臣のうちから内
閣総理大臣が指定する者とされ、推
進法に規定する以外の全国務大臣
が、内閣総理大臣により指定されま
した（本部の設置に合わせ、従来の
「青少年育成推進本部」は廃止され
ました。）。
　さらに、4月2日には、第1回の本
部を開催し、「子ども・若者育成支

援推進大綱の作成方針」を決定しま
した。
　そして、国民や地方公共団体から
の意見募集等を行った上で、7月に、
推進法に基づく子ども・若者育成支
援推進大綱としてビジョンを策定し
ました。
　なお、ビジョンの策定に合わせ、
従来の「青少年育成施策大綱」（平
成20年大綱）は廃止されました。

（3）子ども・若者白書
　昭和31年から、青少年の現状と青
少年に関する施策を広く国民に紹介
し、その理解を得るため、「青少年
白書」（非法定白書）が作成されて
いました。
　そして、推進法において、「政府
は、毎年、国会に、我が国における
子ども・若者の状況及び政府が講じ
た子ども・若者育成支援施策の実施
の状況に関する報告を提出するとと
もに、これを公表しなければならな
い。」（同法6条）と定められたこと
を受け、平成22年12月に、新たに
法定白書として、「子ども・若者白
書」を作成し、国会に提出しました。
　「子ども・若者白書」は、「青少年
白書」の構成を基本的に踏襲してお
り、「第1部　子ども・若者の現状」、
「特集」及び「第2部　子ども・若
者に関する国の施策」から構成され
ています。
　また、第2部の各章立て等につい
ては、「子ども・若者ビジョン」の
構成を踏まえ、新しく整理していま
す。
　以下、2つの部及び特集に分けて、
「子ども・若者白書」のポイントを
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Report

内閣府政策統括官（共生社会政策担当）では，平成22年12月3日（金）
に，平成22年版子ども・若者白書を公表しました。ここでは，そのポイ
ントを簡単に紹介します。 

簡単に紹介します。

3　子ども・若者の現状
　第1部の「子ども・若者の現状」
では、子ども・若者関連の各種デー
タに基づき、子ども・若者の現状に
ついて紹介しています。
　主なポイントとしては、以下のよ
うなものがあります。

（1）子ども・若者人口
　子ども・若者（0歳～29歳）人口
は、3750 万 5000 人（総人口の

29.4%）であり、子ども・若者人口
及び総人口に占めるその割合は、昭
和50年以降ほぼ一貫して減少して
います（図表1参照）。

（2）出生数・合計特殊出生率
　出生数は、平成21年は減少し107
万35人となりました。
　合計特殊出生率は、平成17年に最
低の1.26となりましたが、その後は
上昇し、平成21年は前年と同率の
1.37となっています（図表2参照）。

（3�）正規の職員・従業員以外の雇用
者比率（在学者を除く）
　若者について、正規の職員・従業
員以外の雇用者（在学者を除く）の
比率をみると、15～19歳では40.2%
と、20～24歳の32.5%や25～29歳の
27.5%と比較して高い水準にありま
す（図表3参照）。

（4）若者の失業状況
　若者失業率は、景気後退の影響か
ら上昇しており、全年齢計との比較
では、常に高い状態が続いています

62.4
6,000
（万人）

昭和25
（注）１　昭和45年以前の数値には沖縄県は含まれない。
　　　２　「国勢調査」の数値は年齢不詳をあん分している。
資料：総務省「国勢調査」、「人口推計」（各年10月1日現在）

35 45 55 平成2 6 8 10 12 14 16 18 20 21
0.0

（年）

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0（%）

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

61.0
57.7

54.4 51.7 49.2
45.0

42.2 40.0 38.8 38.3 37.7 37.4 36.8 36.3 35.7 34.9 34.2 33.5 32.8 32.1 31.2 30.7 30.2 29.8 29.4

子ども・若者（29歳以下）人口
総人口に占める子ども・若者人口（29歳以下）の割合

図表１　子ども・若者人口及び総人口に占める子ども・若者人口の割合の推移
data

（万人）
300

第1次ベビーブーム（昭和22～24年）
最高の出生数2,696,638人（昭和24年）

昭和41年 ひのえうま
1,360,974人

第2次ベビーブーム（昭和46～49年）
2,091,983人（昭和48年）

平成17年最低の出生数
1,062,530人
最低の合計特殊出生率

250

200

150

100

50

昭和22
（注）昭和47年以前の数値には沖縄県は含まれない。
資料：厚生労働省「人口動態統計」

25 30 35 40 45 50 55 60 2 7 12 17 21
0

1

2

3

4

5

（年）

0

4.32

1.58

2.14

1.26 1.37

出生数
合計特殊出生率

図表２　出生数及び合計特殊出生率の年次推移
data
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Special Feature
子ども・若者白書（旧青少年白書）
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（注）正規の職員・従業員を除いた雇用者には、雇用形態が不詳の者も含まれる。
資料：総務省「就業構造基本調査」

9 14 19

15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳

（年）

図表３　正規の職員・従業員を除いた雇用者（在学者を除く）の比較の推移
data

（全年齢計5.1%に対し、15～19歳
9.6%、20～24歳9.0%、25～29歳
7.1%）（図表4参照）。

（5）ひきこもりの状況（内閣府調査）
　内閣府で実施した調査によると、
狭義のひきこもり（ふだんは家にい
るが、近所のコンビニなどには出か
ける、自室からは出るが、家からは
出ない、自室からほとんど出ない）
は、推計23.6万人、準ひきこもり（ふ
だんは家にいるが、自分の趣味に関
する用事の時だけ外出する）は、推
計46.0万人となり、これらを合わせ
た広義のひきこもりは、推計69.6万
人となっています（図表5参照）。

（6）児童虐待の状況
　全国の児童相談所における児童虐
待に関する相談対応件数は増加を続
け、平成21年度には4万4211件（前
年度比3.6%増）となっています
（図表6参照）。

4�　子ども・若者ビジョン�
～先進的な取組事例の紹介～

　特集では、毎回トピックス等を設
定し、紹介しています。
　今回の特集では、ビジョンの理念
や重点課題を踏まえ、実際に行われ
ている先進的な取組事例を紹介しま
した。
　具体的には、神奈川県のシチズン
シップ教育、川崎市の子どもの権利
条例、滋賀県の子ども県議会、新潟
県三条市の子ども・若者総合サポー
トシステム、薬物依存者やその家族
に対する立ち直り支援活動等につい
て、各自治体及び団体の方に執筆い
ただいた文章を掲載しています。

5�　子ども・若者に関する
国の施策
　第2部では、ビジョンの構成に
沿って、平成21～22年度前半に行
われた子ども・若者に関する各府省
の政策を中心に紹介しています。
　その章立ては、以下のようになっ
ています。

第�1章　子ども・若者育成支援施策
の総合的・計画的な推進
第�2章　すべての子ども・若者の健
やかな成長の支援
第�3章　困難を有する子ども・若者
やその家族の支援
第�4章　子ども・若者の健やかな成
長を社会全体で支えるための環境
整備
第�5章　今後の施策の推進体制等

　特に、第5章第4節では、内閣府に
おいて、平成21年度から実施してい
る「青少年目安箱事業」について紹
介しています。
　同事業は、青少年から直接声を聞
く仕組みを整備するため、子ども・
若者を対象として、「ユース特命報
告員」を公募し、その意見等をE
メールにより報告してもらうもので
す。

６　今後の予定
　次回の「子ども・若者白書」は、
平成23年度前半を目途に作成され
る予定です。
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資料：総務省「労働力調査」

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21（年）

全年齢計
15～19歳
20～24歳
25～29歳

7.1
7.57.7

8.4
9.0

9.89.39.08.68.4
7.1

6.26.15.7
5.04.7

3.93.83.73.8
2.8 2.7 2.8 2.9 3.4 4.0 4.3 4.6 4.9

5.6 6.2 6.2 6.7 7.1 7.0 6.4 6.2 6.0 5.7 6.0
7.1

5.1

4.03.94.14.44.75.35.45.04.74.74.1
3.43.43.22.92.52.22.12.12.3

図表４　若者失業率の推移
data

有効回収率に
占める割合（％）

ふだんは家にいるが、近所のコンビニなどには出かける

自室からは出るが、家からは出ない

自室からほとんど出ない

0.40

0.09

0.12

1.19

1.79

15.3 狭義の
ひきこもり
23.6万人
（注3）

準ひきこもり
46.0万人

広義のひきこもり
69.6万人

3.5

4.7

ふだんは家にいるが、自分の趣味に関する用事のときだけ外出する

（注）１　ア）現在の状態となって6ヶ月以上の者のみ
　　　　　イ）「現在の状態のきっかけ」で、「病気（病名：　　　）」統合失調症又は身体的な病気、又は「その他（　　）」に自宅で仕事をしていると回答した者を除く
　　　　　ウ）「ふだん自宅にいるときによくしていること」で、「家事・育児をする」と回答した者を除く
　　　２　総務省「人口推計」（2009年）によると、15～39歳人口は3,880万人より、有効回収率に占める割合（%）×3,880万人＝全国の推計数（万人）
　　　３　厚生労働省の新ガイドラインにおけるひきこもりの推計値は25.5万世帯となっており、ほぼ一致する。
資料：内閣府「若者の意識に関する調査（ひきこもりに関する実態調査）」

計

全国の推計数
（万人）（注2）（注1）

図表５　ひきこもり群の定義
data
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45,000
（件）
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0
平成2

資料：厚生労働省「福祉行政報告例」

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21（年度）

1,171 1,372 1,611 1,961
2,722 4,102

5,352 6,932

11,631

17,725

23,27423,738
26,569

33,40834,472
37,323

40,639
42,664

44,211

図表６　児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数の推移
data

9



Special Interview 

スペシャル・インタビュー／第24回

　今回は、日経WOMEN「ウーマ
ン・オブ・ザ・イヤー2011」総合2
位に選ばれた大石亜紀子さんにお話
を伺いました。大石さんは、いわゆ
る“派遣切り”を経験したのち、わ
ずか社員数7名のアパレル会社に入
社。IT通販の立役者として会社の
急成長を支え、現在社員数約270人、
商品取扱高370億円を誇る業界トッ
プ企業の取締役としてご活躍されて
います。
―　大石さんのキャリアプロセスを
お聞かせ下さい。
大石	 私は短大卒業後、アルバイト
のような形で派遣として通信系の会
社に入ったのですが、支店の統合に
より、会社都合で契約終了になりま
した。契約終了自体は不条理だとは
考えませんでしたが、社員と派遣の
扱いの違いや、業務範囲の違いを感
じていました。その後、再度派遣社
員として働いていた時、好きなもの
に携わりたいという気持ちで新しい
職場を探していたら、スタートトゥ
デイに出会いました。私は場所や業
務内容など含めて“ホームグラウン
ド”が欲しいと考えていたので、当
時まだ社員が数名しかいない小さな

会社でしたが、自然な流れでやって
みようと思いました。
―　会社に入ってから、営業や物流
など専門性の高い仕事を任せられた
そうですが、社員教育などを含め、
どのようにこなしていったのです
か？
大石	 入社してからしばらくは、楽
しいと感じる間もないぐらい、いつ
も何かにかき立てられ、かなり突っ
走っていたと思います。自分がどう
会社に貢献するべきなのかというこ
とを意識した時期があり、私は作業
量で成果を出そうと思いました。現
場の仕事を誰よりもやって、それで
認めてもらいたいということを意識
していました。だから毎日一番遅く
まで、土日もフルで会社に出ていま
した。
　そのうち取引先様との信頼関係を
築けるようになったり、後輩が少し
ずつ増えたり、またお店を任せてい
ただいたりすると、それに対する責
任感等や愛社精神もあり、辞めると
いう選択肢は出てきませんでした。
もし私が80％くらいの気持ちで仕
事をしていたら辞めていたかもしれ
ませんが、毎日120％のつもりで

やっていました。
　社員教育については、特別な研修
などありませんが、様々な経歴で入
社するスタッフに、平等にステップ
アップするチャンスがある環境だと
思います。例えば、各部署で欠員が
出たときに最初に行うのは、中途採
用やキャリア採用ではなく、社内公
募です。全スタッフが社内公募制度
で様々な部署にチャレンジすること
ができ、皆が成長できるチャンスが
あります。
　当社では、このような環境を整え
る人事部門を人事（ひとのこと）と
書くのではなく、自分の自という字
を用いて“人自”といいます。これ
は、社員のことも自分のことのよう
に考えようという考えからこのよう
に書いています。こちらは、社長直
下の部門でとても重要な領域と位置
付けており、現在、私が管掌役をし
ています。
―　出産と育児、ワーク・ライフ・
バランスについてお聞かせください。
大石	 私はワーク・ライフ・バラン
スというのは、実はよくわからない
のです。自分の生活において、仕事
のウェートは子どもができてからも

Oishi Akiko

ホームグラウンドのある
ライフデザインを
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あまり変わらない。時間的にできな
いことは当然出てくるのですが、頭
の中のバランスは変わらないですね。
　私は実家が近くにあり、親と妹に
育児をかなり手伝ってもらっていま
す。でも、本当は家族だけで育児を
するのではなくて、地域全体で協力
し合って育児をしていく方が、社会
としてもよいのではないかなと思い
ます。
　昔は、地域の協力もそうですが、
家族というのも核家族は少なかった
ので、おじいちゃん、おばあちゃん
が子育てをして、働き手は外に出る
のが当たり前だったと思います。戦
前いかに女性が良妻賢母になるかと
いうことが重視され、母親がひとり
で子どもを養育することが主流に
なった時期があったと聞きました。
もちろん、母親の責任というのはあ
りますが、子育てはひとりでできな
いし、ワーク・ライフ・バランス
を、“女性も働く”という意味にし
てしまうのはもったいない、子育て
支援の方法は、もっと様々あってい
いのではと思います。
　これから結婚、出産を迎える年代
のスタッフが多い当社でも、同じよ

うな悩みが出てきています。夫が育
児休暇を取るというのは、賛否両論
だと思いますが、それであれば、会
社が託児所をつくったり、育児期間
中の社員が他の社員の子供の面倒も
みたりするような、ユニット型の育
児ができたらいいのではないかと思
います。もし当社が新しい育児制度
をつくるとしたら、何か先駆けにな
るようなプランにしたいですね。私
もせっかく上場企業の役員という立
場で育児をしているので、社員目線
ではなく、会社やスタッフを引っ
張っていけるようなことをしていけ
ればと思います。
―　今、男女共同参画を進める上で
「ポジティブアクション」として、
指導的な立場の女性を増やそうとし
ています。御社で例えば取締役やマ
ネージャー等を男女共同参画的な視
点で増やしていくようなお考えはあ
りますか。
大石	 意図的に女性を登用しようと
いう施策はありません。しかし、当
社には男女約半々の社員がいます
し、どんどん女性に活躍して欲しい
と思っています。ただ、やはり育児
制度が整っていないとかモデルケー

スがないとなれば、女性は現実の壁
にぶち当たってしまいます。今でも
こんなに大変なのにこの先のビジョ
ンが見えない、という社員は、多分
たくさんいると思います。また、女
性社員側も登用を望んでいない人が
いるというのを少し感じます。無理
だからと決めてしまっているのかな
と思います。なので、自分がロール
モデルとなったり、環境を整えると
いうのが第一歩だと思います。
―　最後に、読者に向けてメッセー
ジをお願いします。
大石	 付加価値というものを意識さ
れるといいのかなと思います。男性
が中心で働いているポストが多いと
しても、仕事に付加価値を付けて同
じ価値を創出するということはでき
るのではないかと考えています。
　まず、楽しむことがすごく重要だ
と思います。そういう働き方をする
女性が増えれば、会社も明るくなり
ますし、今やっていることが楽しい
のであれば、とことん楽しみましょ
う。そうすれば、いい働き方ができ
るのではないかなと思います。
―　本日はありがとうございました。

おおいし・あきこ／【生年月日】1976年9
月3日（現在34歳）。株式会社スタートトゥ
デイ取締役。1976年生まれ。2002年5月ス
タートトゥデイ入社。入社後、アパレルブ
ランド新規営業を担当し、2004年の
ZOZOTOWNの新規出店立ち上げを担当。
2007年6月取締役就任。2007年7月EC事業
本部長として、約100店舗の立ち上げに携
わる。2009年4月、物流事業全般を統括す
るフルフィルメント本部長を経て、現職。

株式会社スタートトゥデイ
取締役（想像戦略室・フル
フィルメント本部担当）

大石 亜紀子

仕事を楽しみ、その付加価値を意識することが大切かと思います。
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行政施策トピックス

ASEANとACW
　ASEAN（東南アジア諸国連合）は、
1967年にインドネシア、マレーシア、
フィリピン、シンガポール、タイによっ
て設立され、その後、ブルネイ、ベトナ
ム、ラオス、ミャンマー、カンボジアを
加え10カ国がメンバーとなっています。
　域内における経済成長、社会・文化的
発展の促進などを目的に首脳会議に加
え、閣僚会議、高級実務者会議、事務レ
ベル会議など様々なレベルの意見交換が
行われており、事務レベル会議の1つと
し て ASEAN 女 性 委 員 会（ ACW 、
ASEAN Committee on Women）が設
けられています。
ACW+3
　ACWは2009年より、日本、中国、韓
国の3か国を招いてASEAN+3会議を開
催しており、2回目となる2010年の会合
は昨年11月、カンボジアのシェムリアッ
プで開催されました。2010年は、ジェ
ンダー主流化やジェンダー予算化につい
て国際間の合意がなされた第四回世界女
性会議（北京会議、1995年）から15年、
ジェンダー平等推進と女性の地位向上を
含む8つの目標（ゴール）からなる国連
ミレニアム開発目標（MDGs、2000年）
制定から10年の節目の年であり、「ジェ
ンダー主流化とジェンダー予算化、その
成果、格差、挑戦」が意見交換のテーマ
とされました。
ASEAN各国からの報告
　会議ではまず、上記のテーマについて
参加各国から報告がなされました。
　ASEAN諸国からは、女性の置かれた
状況に対する認識や女性のニーズ等に対
する配慮が、政治分野や司法分野、また
社会経済計画の中に取り入れられるよう
努力がなされてきたことによって、特に

MDGsに盛り込まれた教育や健康分野に
おいて女性の状況が改善してきた事例な
どが報告されました。課題としては、男
女共同参画を定める法的枠組みの欠如
や、根強く残る性別役割分担意識、また
男女の置かれた状況を把握するための
データや分析力の不足などが挙げられま
した。
　ジェンダー予算化に関連しては、海外
からのODA基金の相当部分を男女共同
参画支援のために確保・活用し、施策の
事前・事後の監査を行う取組（フィリピ
ン）や、男女共同参画の推進のために必
要な施策を検討する調査を行った上で、
女性の職業能力の開発や育児休業制度導
入支援など重点施策への予算を確保する
取組（マレーシア）などが報告されまし
た。
日本からの報告
　日本からは、男女共同参画社会の形成
の促進のため男女共同参画社会基本法が
あり、これに基づいて男女共同参画会議
をはじめとする推進体制が整備されてい
ること、あらゆる分野での女性の参画を
促進するため、5年ごとに基本計画を見
直し推進・監視していること、政府の諸
施策に対して影響調査を実施しているこ
とと等を報告しました。
　また、域内に対する日本の貢献とし
て、2009年11月に東京で開催した「女
性と貧困撲滅に関するASEAN+3人間
の安全保障シンポジウム」の成果につい
ても報告を行いました。ASEAN側から
は日本の貢献に対する評価と謝意が示さ
れました。
　各国と男女共同参画分野においても相
互理解を深め、日本の貢献を発信するこ
とは、幅広い国際協力・連携を進める上
でも重要であると考えています。

女性に関する
ASEAN＋3委員会
（ACW+3）について

ACW+3全参加者（2010年）

日本の正面が議長
（開催国の男女共同参画大臣）席



Atsumi Naoki

あつみ・なおき／東京大学法学部卒業。複数のシンクタンクを経て、2009年東レ経営研究所
入社。内閣府『ワークライフバランス官民連絡会議』『子ども若者育成・子育て支援功労者表
彰（内閣総理大臣表彰）』委員、厚生労働省『イクメンプロジェクト』委員等の公職を歴任。

渥美 由喜株式会社東レ経営研究所ダイバーシティ＆
ワークライフバランス研究部長

会議の削減
　各職場で、過去1ヶ月に開かれた会議
にどれぐらいの労働コストがかかってい
るのかを、【回数×時間×参加人数】で
算出すると、約20人の部署で、毎月300
万円も掛かっていることが多い。
　では、どうしたらコストを削減できる
か。参加者全員分の労働コストを合計し
て、毎分あたりのコストがどんどん増え
ていく状況を表示する時計を置いている
企業がある。また、参加者の役職別に持
ち時間を配分し、時間がくるとブザーを
鳴らす方法も時間コストを鋭敏にする。
　付加価値を生むために貢献しない人
は、会議に出る必要はない。後で議事録
を配布して情報共有すれば十分だ。そこ
で最近、採用する企業が多いのが、「立っ
たまま会議」。発言した順に座っていく
と、聞くだけの人は、立たされ坊主みた
いになる。また、各会議で3回以上、発
言しないと次回からは呼ばれないルール
も有効だ。会議中にその場で議事録を作
成し、プロジェクターで表示する方法も
効果的だ。

資料の削減
　A社で、資料の作成コストを算出して
もらった。資料の右側に稟議で判子を押
す欄に、各人の掛かった時間を記入し、
役職別に労務コストを掛算した。そし
て、資料表紙の右上に大きく、作成費用
は○○万円と大書した。
　最近では、社内のあらゆる資料デジタ
ル化し、保管している会社が多い。そこ
で、各人が作成したデジタル資料は各人
別フォルダーに保管し、必ず全社員がア
クセスできる場所に置くよう『フォル
ダー整理ルール』を徹底した（図表）。

　読みやすく、利便性が高い資料を作成
する人は誰か、机を並べている人たちは
知っている。そこで、各人のファイルへ
の社内アクセス履歴をとったところ、か
なり人気に差が出た。そして、人気の高
い資料を作成した人に個別ヒアリングし
たり、社内表彰したり、シンポジウムを
開催した。こうして、量ではなく、質の
高い資料作りへと意識改革を図った。そ
の結果、この会社の紙消費量は４分の１
に激減した。

メールの削減
　B社では、まず社内のメール関連デー
タをとった。例えば、メールを一度に平
均4人以上に送る社員が3割いた。同時多
数配信社員ほど、相手のメール開封率は
下がった。最も低い社員は2割だった。
大勢相手に送り過ぎて、「あいつのメー
ルは自分宛てではない。読まなくても大
丈夫」と思われてしまっていたのだ。
　また、タイトルにアラートマークをつ
けて送るメールが2割を超えていた1割
の社員のメールが開封されるまでに掛っ
た時間は、他の人よりも長かった。
　このように、意図に反した受け取られ
方をしている行動が多い事実をデータで
「見える化」した。日頃の行動がまずい
と気づくと、スキルへの渇きが生じる。
その後に開催した『メールマナー講座』
で、最も好評だった個所を以下に記す。
　『文字情報は記録に残る一方で、音
声・映像情報は記憶に残る。したがっ
て、すべて文字メールで伝えればOKと
いう考えでは駄目。文字メールのみなら
ず、ボイスメール・電話連絡・口頭での
報告をうまく組み合わせて、記憶と記録
に残す工夫が重要だ。』

連載／その1　

ワークライフ・マネジメント実践術⑩　職場で実践する方法－会議・資料・メール削減

図表1�　フォルダー整理のルール

【目的】
❖�PC内あるいは会社のサーバー内に格
納されている「資料（ファイル）」に
すばやくアクセスするため。

❖�これにより、「目的の資料をあちこち
探す」というムダな時間を省くとと
もに、「なかなか探し出せない」とい
う「ストレス」からも解放され、業
務を円滑に遂行できる。

【資料の分類方法】
❖�各人が作成した資料は各人別フォル
ダーに保管し、必ず全社員がアクセ
スできる場所に置く。

❖�資料を規則正しく分類できなければ、
「必要とする資料」へのアクセスが大
幅に悪化する。

❖�したがって、フォルダー整理には、「資
料の分類」が前提となる。

❖�資料の分類は、
　Ａ）資料の種類・性質で分類する
　　　－�「業務」「取引先」のどちら

か、あるいは両方で分類する
　Ｂ）�分類（第1レベル）から中分類

（第2レベル）、小分類（第3レベ
ル）へと細分化する

　　　－�文書ファイル整理の基本は、
「仕事関連のデータは、ほとん
どがここに入っている」とい
う“第1レベル”のフォルダを
一つ決める。

　　　－�ファイルや文書の性格に合わ
せて“第2レベル”のフォルダ
を作り、そこにファイルを入
れていく。

　　　－�関連する文書や類似ファイル
を“第3レベル”として、さら
にまとめておく

　Ｃ）�時系列（年月日別等）で分類す
る

【名前の付け方（ネーミング）】
❖�フォルダーおよび資料の分類にあ
たっては、名前の付け方（ネーミン
グ）が重要である。

❖�作成年月日、資料名（およびキーワー
ド）等を、記載する順番も含めてあ
らかじめルール化しておく必要があ
る。

❖�また同時に、資料（ファイル）をフォ
ルダ内で「名前順」「作成日時順」
「更新日時順」等によって整列させる
機能を使いこなすことで、「必要とす
る資料」へのアクセスが速くなる。

❖�職場全体でルール化しておくことで、
異動や退職者が出た場合でもスムー
スに過去の資料にアクセスできる。
一人の例外もつくらないことが重要
である。

（資料）渥美由喜『イクメンで行こう！』
日本経済新聞出版社など各種資料に基づ
き、筆者が作成。
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　平成22年12月17日に第3次男女共同参
画基本計画（以下、「計画」とする。）が
閣議決定されました。
　この計画の特徴として、女性の活躍に
よる経済社会の活性化や「Ｍ字カーブ問
題」の解消が挙げられていますが、厚生
労働省においても、今後5年間の計画期
間において、雇用の分野における様々な
取組を効果的に実施していく予定です。
　今回は、主な取組について、来年度実
施予定の事業をまじえて具体的にご紹介
します。

○�男女雇用機会均等の更なる推進【計画
第4分野（雇用等の分野における男女
の均等な機会と待遇の確保）・1（雇
用の分野における男女の均等な機会と
待遇の確保対策の推進）・ア】
　男女雇用機会均等法に基づく配置・昇
進等の性差別禁止に関する事業主指導を
強化します。

○�ポジティブ・アクションの推進【計画
第4分野・3】
　男女労働者の間に事実上生じている格
差に対する認識を促すため、使用者団
体・業種別団体、労働組合と連携のもと
格差の「見える化」を推進するととも
に、格差解消のためのポジティブ・アク
ションを推進します。

○仕事と生活の調和を可能にする多様な
働き方の推進【計画第4分野・5（多様
な生き方、多様な能力の発揮を可能にす
るための支援）・イ】
・短時間正社員制度の導入・定着の促進
　短時間正社員制度の導入・定着を促進
するため、助成措置による支援ととも
に、導入企業の具体的事例に基づくノウ
ハウの提供等を行います。
・良好な在宅就業環境の確保

　良好な在宅就業環境の整備を図るた
め、「在宅ワークの適正な実施のための
ガイドライン」の周知を図るとともに、
在宅就業者等に対するスキルアップ支援
等や在宅就業の仲介機関、在宅就業者そ
れぞれの連携等を促進します。

○�仕事と子育てや介護との両立のための
制度等の普及、定着促進【計画第5分
野（男女の仕事と生活の調和）・1
（仕事と生活の調和の実現）・ウ】
・両立支援に関する雇用管理の改善
　両立支援制度を利用しやすい職場環境
を整備するため、短時間勤務者や育児休
業取得者等に関する処遇等のベストプラ
クティスの普及等を行うとともに、賃金
等の処遇や代替要員の配置等の雇用管理
改善に向けたアドバイスを行う両立支援
アドバイザー（仮称）（新規）を都道府
県労働局に配置します。
　また、両立支援に取り組む事業主に対
し、中小企業に重点を置いて助成金を支
給するとともに、「イクメンプロジェク
ト」の実施により男性の育児休業取得を
促進する社会的な気運を醸成します。

・改正育児・介護休業法の円滑な施行
　改正育児・介護休業法に基づく制度の
定着促進を図るとともに、企業への適正
な制度運用に関する指導等を行う体制を
整備することにより、育児休業等を理由
とする解雇、退職勧奨等の不利益取扱い
への対応を行います。

・中小企業における次世代育成支援対策
の推進
　次世代育成支援対策推進法に基づく行
動計画の策定・届出等が行われるよう指
導を行うとともに、多くの事業主が次世
代法に基づく認定を目指して取組を行う
よう周知・啓発に取り組みます。

厚生労働省

こんにちは！厚生労働省です。～雇用の分野における男女共同参画の取組をご紹介します～
第3次男女共同参画基本計画に基づく平成23年度実施予定事業について

連載／その2
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文部科学省生涯学習政策局男女共同参画学習課

連載／その3
平成22年度　女性のライフプランニング支援総合推進事業

女性のライフプランニング支援事業等を実施する男女共同参画センター等における事業評価システムの開発と普及

　全国女性会館協議会では、文部科学省
が実施している「女性のライフプランニ
ング支援総合推進事業」の受託先のひと
つとして、男女共同参画センターなど女
性関連施設における事業評価システムの
開発・普及事業に取り組んでいます。
■�事業の自己評価を実施しているセン
ターは36％
　指定管理者制度の導入や地方公共団体
の財政状況の悪化など、男女共同参画セ
ンターを取り巻く状況が厳しさを増すな
かで、男女共同参画推進の拠点施設とし
て確実な事業実施、さらには組織基盤の
強化のために、事業成果の検証は不可欠
です。しかし、国立女性教育会館と全国
女性会館協議会が実施した全国の男女共
同参画センター等女性関連施設（356カ
所）を対象にした事業評価に関する調査
では、センター自らが事業評価を実施し
ているところは、わずかに36.0％にすぎ
ませんでした（図表1）。
■�行政評価ではない、主体性に基づいた
自己評価の意義と構造の明確化
　男女共同参画センターの関係者が「評
価」という言葉を使うとき、ある人は外
部評価や行政評価、第3者評価を指し、
ある人は自己評価や内部評価を意味しま
す。男女共同参画センターは通常、設置
者である地方公共団体等からの評価（外
部評価／行政評価）を受けていますが、
自らが自らの主体性を発揮して自らの事
業を評価するという自己評価はあまり実
施してきませんでした（図表2）。そこ
で、この委託事業では地方公共団体等か
らの“される評価”ではなく、自らが
“する評価”、すなわち自己評価の重要性
に着目し、その意義と構造を明確化し、
規模の大小、地域性などを踏まえ、各地
の多様なセンターでカスタマイズできる
自己評価システムの開発と普及を目指し
ました。

　事業の優劣をつけたり、結果を批判す
ることが自己評価の目的ではありませ
ん。自己評価を実施する目的は、自らの
組織基盤の強化を図り、設置者（地方公
共団体等）による外部評価への影響力を
行使し、さらに市民・設置者への説明責
任を果たすためなのです。
■自己評価システムを作るための研修
　自己評価は個別事業の評価から始ま
り、個別事業の集合体である分野ごとの
評価、さらにはセンター全体の総合評価
へと段階を踏む必要があります。昨年度
は、個別事業を評価する際の構造を明ら
かにして、各地の男女共同参画センター
が一定の研修を受ければ、独自に事業評
価システムを作ることができるような方
法を検討し、全国3カ所のセンターで研
修を行いました。今年度は、分野別の評
価やセンター全体の総合評価、さらに協
働事業における相互評価のためのシステ
ム、相対的評価のためのベンチマークの
把握方法などを検討し、やはり全国3カ
所で研修を実施しています（※参考）。
　研修は講義とワークショップで6時間
ほどの構成になっています。スタッフの
ほぼ全員が参加するため、多くはセン
ターの休館日に実施されます。「セン
ター全体でミッションや事業のあり方に
ついて、共通の軸で考え合う時間がもて
ることは大きな意味があった」「客観的
に自分のセンターを見る重要さがわかっ
た」「事業評価を行うことによって、自
分の事業を（外部に）説明することがで
きるようになることがわかった」など、
研修の評価は大変よいものでした。
　次年度は全国女性会館協議会のネット
ワークを通じ、自己評価システムの普及
を図っていきたいと考えています。

（全国女性会館協議会　桜井陽子）

図表1�　自己評価実施の有無
（全体　N＝311）

36.0%

0.6%

63.3%

実施している　　実施していない　　不明

図表1・2／出典：「女性関連施設における事業評価
に関する調査報告書」（平成19年度）
（独立行政法人国立女性教育会館・特定非営利活動法
人全国女性会館協議会）

図表2�　自己評価を実施してい
ない理由

0.5

15.7

4.6

9.6

19.3

41.6
16.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

無回答

その他

現在準備中で実施
する予定

必要性は感じてい
るが余裕がない

必要性は感じてい
るが方法が不明

外部評価を受けて
いる

特に必要性を感じ
ないから

（全体　単位：％　N=197　複数回答）

※参考

自己評価の研修を実施した施設
平成21年度
　こうち男女共同参画センター
　�静岡県男女共同参画センター
　�尼崎市立女性・勤労婦人セン
ター
平成22年度
　�大田区男女平等推進センター
　�埼玉県男女共同参画推進セン
ター
　�北九州市立男女共同参画セン
ター
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取組事例ファイル／自治体編

　神戸市は、六甲山系と瀬戸内海に囲まれた豊かな自然環境、異国情緒あふれるまちなみ、有馬温泉や灘五郷の酒
蔵など、魅力あふれる観光資源に恵まれています。平成20年には、ユネスコ・創造都市ネットワークの「デザイ
ン都市」に認定されました。住み続けたくなるまち、訪れたくなるまち、そして、持続的に発展するまちをめざし
て、デザインによって新たな魅力を“協働と参画”で創造する都市、『デザイン都市・神戸』を推進しています。

男女共同参画社会の
実現を目指して
　神戸市では、「神戸市男女共同参画の
推進に関する条例」「神戸市男女共同参
画計画」に基づいて、男女共同参画社会
の実現を目指して様々な取組を行ってい
ます。現在は、神戸市男女共同参画計画

（第3次）と神戸市配偶者等暴力（ＤＶ）
対策基本計画（第2次）を策定中です。
平成22年度の神戸市の特色ある取組を
紹介します。
“輝く私”神戸RICステーション
のオープン
　神戸市がワーク・ライフ・バランス推
進のモデル地域に設定している六甲アイ
ランドにおいて、ＮＰＯ法人［仕事と子
育て］カウンセリングセンターとＰ＆Ｇ

（本社：神戸市）が協働で、「“輝く私”
神戸RICステーション」を平成22年6月
にオープンしました。
　「“輝く私”神戸RICステーション」
は、仕事と子育ての両立を支援する地域
に根ざしたコミュニティステーションで
あり、企業とNPO法人、地域と行政が
連携してカウンセリングやワークショッ
プなどの取組を行っています。
　平成22年10月には、NPO法人理事長
の坂東眞理子氏をお招きし、NPO法人
と神戸市が共催で講演会を開催しまし
た。神戸市が「こうべ男女いきいき事業
所」として表彰している、男女共同参画
に積極的に取組んでいる事業所の女性従
業員の方にもご登壇いただき、パネル
ディスカッション形式で語り合っていた
だきました。

女性活躍推進プログラム＠神戸

　女性の管理職が少ない市内の企業・団
体の組織のさらなる活性化の実現と自ら
キャリアアップを望む女性たちの育成を
目的として、将来リーダー的な役割を期
待される女性の活躍推進を支援するため
の研修プログラムを、神戸市、兵庫県経営
者協会女性産業人懇話会、ひょうご仕事
と生活センターとの共催で実施しました。
　31名の女性の参加を得てスタートし
た全7回のプログラム（平成22年6月～
11月）では、マネジメント、プレゼン
テーションスキル、コミュニケーション
などを学ぶ講義のほか、新規ビジネスの
立ち上げを課題としたグループワークを
実施し、最終回には参加者の直属上司に
対してプログラムの成果を発表していた
だきました。
　プログラム修了後のアンケートでは、
参加者の大半が「将来管理職になりたい
と思う」と回答し、継続実施を希望する
感想も多く寄せられました。
DV防止キャンペーン
　平成22年11月12日～25日の「女性に対
する暴力をなくす運動」の一環として、
神戸ポートタワーを初めてパープルにラ
イトアップするとともに、兵庫県警シン
ボルマスコットの「こうへいくん」と

「まもりちゃん」も参加し、DV防止キャ
ンペーンを実施しました。DV防止のシ
ンボルであるパープルリボンのバッジや、
DV相談機関の連絡先を記載したバンド
エイドを配布しました。パープルリボン
は、市民の皆様に一つひとつ手作りして
いただいたものです。今後も様々な方法
で、DVの予防啓発に取組んでいきます。

神戸市

“輝く私”神戸RICステーションオープンの様子
右から　神戸市長 矢田立郎
NPO法人 坂東眞理子理事長

P&G 桐山一憲社長

女性活躍推進プログラム＠神戸　修了式

パープルリボンのバッジを添付した
バンドエイド

DV防止キャンペーンに参加する
兵庫県警シンボルマスコット

「こうへいくん」と「まもりちゃん」

Kobe
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取組事例ファイル／企業編
Kanagawa

会社概要/日産自動車株式会社
●1933年12月設立。従業員数30,718名（連結：175,766名）。
日産は社員、お客さま、販売会社、パートナー、株主の方々、そして社会全体との信頼関係を築き、人々の生活を
豊かにするというビジョンの実現を目指し、今後も求められる価値の提供を行っていきます。

日産自動車株式会社

ダイバーシティを
経営戦略に
ダイバーシティは、日産とお客さまをつ
なぐ“橋”
　日産はダイバーシティ（多様性）を重
要な経営戦略のひとつと位置づけていま
す。2004年10月には、その主導的な役
割を果たす組織として「ダイバーシティ
ディベロップメントオフィス」を日本に
設立。海外地域とも連携し、「多様性を
尊重し、持続的な成長を目指す」という
共通のゴールに向かって、さまざまな取
り組みを行っています。また、各部門の
代表役員がメンバーとなる「ダイバーシ
ティステアリングコミッティ」では、ダ
イバーシティ推進に関する方針を決定し
ています。

1．女性のキャリア開発支援
　日産では性別にかかわらず活躍できる
環境づくりとして、女性のキャリア開発
支援に取り組んでいます。
　一人ひとりの状況に合ったキャリア形
成が可能となるよう、女性キャリアアド
バイザーを配置しているほか、人事部門
と協働し必要な能力開発研修、女性同士
のネットワークイベントなどを実施して
います。また、社内イントラネットでは、
さまざまな領域で活躍する女性社員のイ
ンタビューをロールモデルとして紹介し
ています。
　製造現場では、男性と比べて体格が小
さく、力の弱い女性も活躍できるよう、
エルゴノミクス（人間工学）を推進。誰
もが働きやすい製造ラインづくりに取り
組んでいます。

2．ワーク・ライフ・バランスの支援
　社員による仕事と育児・介護の両立を
支援するため、幅広い働き方が可能な制
度を導入しています。
　「結婚」「配偶者出産」「育児」「介護」

「不妊治療」を理由とした休暇「ファミ
リーサポート休暇」、育児・介護のため
の就業時間短縮制度や在宅勤務制度、テ
クニカルセンター内託児所（まーちらん
ど）の設置など、性別を問わず利用でき
るさまざまな支援制度を行っています。
　また社内SNSに仕事と育児を両立する
社員コミュニティを開設。300名以上の
男女社員が登録し、育児と両立をテーマ
に議論が行われています。
　「次世代育成支援対策推進法」に基づ
く行動計画についても、取り組み達成が
認められ、子育て支援に積極的に取り組
む企業として認定を受けています。

3�．ダイバーシティマインドの醸成
　社内イントラネットに役員のダイバー
シティへの意見や体験記事などのメッ
セージを掲載し、社員のダイバーシティ
マインドの醸成を図っています。
　また、マネージメント層への研修「ダ
イバーシティワークショップ」では、日
産におけるダイバーシティの重要性や、
多様な人財を活かすことを学び、どのよ
うにビジネスに役立てていくかを考える
ことで、組織におけるダイバーシティの
浸透を図っています。
　更に、『性別』だけでなく、ルノーと
の提携以降、「クロスカルチャー」にも
取り組み、「ダイバーシティ」の更なる
定着を図っています。

（ダイバーシティ ディベロップメント 
オフィス）

キャリアアドバイザーを配置し
女性社員との面談を実施。

社内託児所 まーちらんど

社内イントラネットとメールマガジン
によるダイバーシティ情報の発信
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取組事例ファイル／団体編
Tokyo

団体名／公益財団法人　さわやか福祉財団（理事長 堀田 力）
活動内容：1991年にさわやか福祉推進センター発足。「新しいふれあい社会」づくりの実現を目指して全国各地で
ボランティア団体の設立、運営に向けた研修会・インストラクター研修会等々、様々な事業を多角的にすすめてい
ます。1995年に財団法人化し、さわやか福祉財団誕生。2010年公益財団法人に移行し、公益財団法人さわやか福
祉財団として活動しています。（「新しいふれあい社会」とは、個性とプライバシーを尊重した助け合いの社会です。）
●ふれあい推進事業　●社会参加推進事業　●情報・調査事業（国への政策提言等々）

名刺両面大作戦

辻立ち継続中
　「地域社会は働く皆様方の御参加を
待っております。名刺の裏に、なさって
いる地域の活動、応援するボランティア
団体・NPO団体の名を印刷し、名刺交
換の際そういう活動を多くの方に広めて
ほしい。名刺の裏を使ってボランティア
に参加しませんか」
　毎朝駅前でマイクで訴えます。ボラン
ティアの仲間たちがチラシを配ります。
　私たちが、名刺両面大作戦の辻立ちを
始めたのは、昨年6月1日。東京山手線の
新橋駅を皮切りに、南方向へ各駅2週間、
月曜から金曜までの朝7時45分から1時
間、通勤客に呼びかけています。山手線
全駅を回り終えるのは、本年8月の予定
です。
作戦の狙い
　作戦の狙いは、サラリーマン、特に男
性サラリーマンの地域活動、ボランティ
ア活動への参加です。そのためには、会
社人間を脱して、家庭生活に共同参画す
ることが前提になります。
　しかし、サラリーマンに地域活動を、
と呼びかけても、抽象的すぎてピンと来
ません。そこで、名刺の裏に活動や団体
名を書く運動を進めることにより、最終
的には、何も書けない人は気が引けるく
らいの文化を創りたいと願っています。
サラリーマンの参加状況
　この20年間、地域活動やボランティア
活動はかなり芽が出てきました。しかし、
サラリーマンの姿は、ちらほら見える程

度です。特に男性サラリーマンは、家庭
生活や子育てにすらあまり姿を見せませ
ん。しかしこの歪んだ形で、安心できる、
楽しい社会が築けるはずはありません。
輝く参加者たち
　この作戦を始めて最初に賛同して下
さったのは、昨年7月まで内閣府参事官
として共生社会政策を担当しておられた
本多 則惠さん（現厚生労働省参事官）
です。「病児保育・病後時保育のNPO法
人フローレンス　サポート隊員」ほか2
つの活動が裏に印刷された名刺を頂き、

「こういう活動をしてる方なんだ。だか
らお仕事の視野も広いんだ」と、一挙に
親愛と尊敬の念を深めました。
　男性の現職公務員の方々も、自然同好
会、○○の町家を支える会、子ども教室
など、さまざまな活動をしておられます。

「え？このきびしい顔のおっさんが幼な
子と遊ぶ会？」と驚かされることもあり、
お人柄の理解を深める効果は絶大です。
　大企業で反応が早かったのは、富士ゼ
ロックス北海道さんで、全社あげてのご
参加。名刺の裏半分に、会社のCSR活動
である拡大教科書の普及活動などを印刷
し、残る半分に社員個人の活動を刷るこ
とにされました。
　5児の母二見 洋子さんは開始以来連
日チラシ配り参加ですし、京都市の社長
植木 力さんは上京ごとに参加してくれ
ます。
　黙々と下を向いたまま通過して行く都
会のサラリーマンも、そのうち自分と家
族の幸せに目覚めると信じて、続けます。

（ 公益財団法人さわやか福祉財団理事長
堀田 力）

さわやか福祉財団

駅前で呼びかける堀田 力

チラシを見るサラリーマン

ボランティアの皆さん
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共同参画情報部 Kyodo-Sankaku Information Board

［News & Information］

4 内閣府Info

テーマ：「ポジティブ・アクション」（積極的改善措置）
資　格：個人のみ。未発表の自作のもの。原稿返却無し。
期　間：2月25日（金）まで（必着）
方　法：�ハガキ、FAX、メール1通1作品を、氏名・年齢・

性別・電話番号を記入の上、下記に送付。
〒100-8914　千代田区永田町1-6-1�男女共同参画局キャッチ
フレーズ係、FAX:03-3581-9566　メールは男女共同参画局
HPのフォームに入力。http://www.gender.go.jp　詳細は
男女共同参画局HPを参照のこと。

「男女共同参画週間」キャッチフレーズ募集

5 国立女性教育会館Info

　本セミナーは、大学の就職担当教職員を対象に、「切れ目
のない就業・就職支援を行う」ことをテーマとし、参加者
同士の情報交換やディスカッションを盛り込みながら専門
的・実践的な研修を行うことをねらいとして下記の通り行い
ます。本セミナーに参加し、成果を自大学へ持ち返り計画・
実践してみませんか。詳しくは事業課（0493-62-6724）まで。
　期日：平成23年3月3日（木）～4日（金）
　会場：国立女性教育会館
　対象：大学・短大等の就職支援担当教職員 80名

平成22年度「女子学生就活支援セミナー」の開催

2 総務省News

　「国家公務員の育児休業等に関する法律等の一部を改正
する法律」が、平成23年4月1日に施行されます。
　これは、一般職の国家公務員・地方公務員等の非常勤職
員について、育児休業及び介護休業等を取得することがで
きるようにするものであり、以下のような内容となってい
ます。
（1）国家公務員育児休業法を、以下のように改正しました。
　・�一定の非常勤職員について、原則として、子が１歳に
達する日までの間、育児休業を取得することができる
こととしました。

　・�一定の非常勤職員について、3歳に達するまでの子を
養育するため、1日2時間以内で育児時間を取得するこ
とができることとしました。

（2�）地方公務員育児休業法について、国家公務員と同趣旨
の改正を行いました。

（3�）介護休暇の取得に関し、一般職の非現業国家公務員の
うち一定の非常勤職員については人事院規則により措置
されることを踏まえ、育児介護休業法を改正し現業国家
公務員及び地方公務員のうち一定の非常勤職員について
も介護休業を取得することができることとしました。
　今後、非常勤職員の育児・介護休業の取得に向けた環境
整備により、さらに仕事と育児・介護の両立を進めます。

国家公務員育児休業法等の一部改正

3 内閣府News

　男女共同参画会議有識者議員の任期満了に伴い、平成23
年1月6日付けで以下の12名の方が男女共同参画会議議員に
任命されました（50音順、敬称略）。

 家本　賢太郎�株式会社クララオンライン代表取締役社長
 岩田　喜美枝�株式会社資生堂代表取締役執行役員副社長
＊大塚　陸毅　�東日本旅客鉄道株式会社取締役会長
 岡本　直美　�日本労働組合総連合会会長代行
 鹿嶋　敬　　�実践女子大学教授
 勝間　和代　�経済評論家・公認会計士
 加藤　さゆり�前全国地域婦人団体連絡協議会事務局長
＊佐々木常夫　�株式会社東レ経営研究所特別顧問
＊辻村　みよ子�東北大学大学院教授
 林　　文子　�横浜市長
＊宮本　太郎　�北海道大学大学院教授
 山田　昌弘　�中央大学教授

＊は新任

男女共同参画会議議員の任命
1 内閣府News

　平成22年12月11日、岡谷市
にある長野県男女共同参画セ
ンター「あいとぴあ」にて、
男女共同参画推進連携会議・
（社）国際女性教育振興会と
の共催で、「見つめてみよ

う！私の働き方」をテーマに、セミナーが開催されました。
　まず、メッツォペーパージャパン（株）マーケティング
コーディネーターの堀内都喜子氏による講演「フィンラン
ド－輝く女性の働き方」が行われました。
　次に、堀内氏のアドバイスのもと、同会長野県支部長の
山田千代子氏をコーディネーター、ハイブリットジャパン
（株）代表取締役の山浦悦子氏、社会福祉法人「暖家」理
事長の山田幸恵氏、松本職業能力開発校校長の走川朋子氏
をパネリストに、「女性の経済活動への参画とその課題」
と題したパネルディスカッションが行われました。
　県内外からの約150名の参加者が、熱心に耳を傾けてい
ました。女性が働くことは、自分自身の生き方を充実させ
るとともに納税者として社会貢献することでもあることを
再認識したとの声も寄せられ、意義あるセミナーでした。

～2010�APEC�WLN�サイドイベント～
（社）国際女性教育振興会との共催で

男女共同参画推進長野セミナーを開催
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9 内閣府Info

【1�．あいち・社会にチャレンジするあなたへのメッセージ
～今こそ求められる女性の起業力～】

■日時：平成23年2月26日（土）13：00～16：00
　　　　（受付12：30）
■場所：名古屋市中小企業振興会館�吹上メインホール
■共催：�中小企業家同友会全国協議会、愛知中小企業家同

友会
■講演�＆�パネルディスカッション（参加費無料）
■申込先：aichi@next-eye.co.jp

【2．2011やまぐち女祭りプロジェクト
　繋がり�協働して�創造する�女性の経済活動】
■日時：平成23年3月19日（土）10：00～17：00
■場所：中市コミュニティホール�Nac
■共催：�中小企業家同友会全国協議会、山口中小企業家同

友会
■寸劇、パネルディスカッション、
　グループディスカッション　他　（参加費無料）
■託児サービスあり
■申込先：wln-yamaguchi@next-eye.co.jp
※申込は3/11（金）まで（ただし定員になり次第終了）

～2010�APEC�WLNサイドイベント～
（内閣府・男女共同参画推進連携会議との共催）

8 総務省Info

　平成23年度、総務省の行政相談委員制
度は50周年を迎えます。総務大臣から委
嘱され、全国に約5千人いる行政相談委
員は、国民の身近な相談窓口として、役
所のサービスに対する苦情や要望を受け
付け、解決の手助けをしています。
　また、男女共同参画基本計画等に基づ

き、平成15年度以降、全国の行政相談委員の中から、男女
共同参画に関し知識･経験等が豊富な者を「男女共同参画
担当委員」として指名をしており、現在191名（22年12月1
日現在）が男女共同参画に関する施策についての苦情の処
理に関し中心的な役割を担っているほか、他の行政相談委
員への情報提供やアドバイス等の支援を行っています。
　この度、制度発足50周年を迎えるに当たり、事前広報の
一環として、行政相談委員制度50周年記念標語を、広く国
民の皆さまから募集しました。その結果、応募総数は1,150
作品に上り、小学生から93歳の方々にご応募いただき、厳
正な審査の結果、特選一作品、佳作三作品を決定しました。
　特選作品「困ったら　一人で悩まず　行政相談」は、ポ
スターに使用し、行政相談委員制度50周年の広報において
活用されることとなります。

平成23年度、行政相談委員制度は50周年

7 国立女性教育会館Info

　これまで国立女性教育会館の研修・交流事業等に参加し
た方々へのフォローアップの場として「交流学習会議」を
開催します。詳細は会館ホームページ（http://www.
nwec.jp）、電話番号0493－62－6713まで。
◆テーマ　�「協働・連携により地域で男女共同参画を推進

する－地域を活性化する社会活動キャリア」
◆期　日　平成23年3月11日（金）～13日（日）
◆会　場　国立女性教育会館
◆主なプログラム
【3月11日（金）】（13：00開会）
・14：00～15：30　講演「女性のネットワークと男女共同
参画」　講師　堂本暁子（前千葉県知事）

【3月12日（土）】
・ 9：00～10：15　報告・質疑「平成22年度国立女性教育
会館の調査研究」
・10：30～15：30　分科会「協働・連携による地域におけ
る男女共同参画の推進」
・15：45～17：00　全体会
【3月13日（日）】（12：00閉会）
・ 9：30～10：30　神田道子理事長による講義・質疑応答
・ 9：45～11：45　意見交換会「地域活動と会館とのかか
わり－交流学習会議を通して」

平成22年度「交流学習会議」の開催

6 農林水産省Info

　「農山漁村女性の日」は、多くの方に農山漁村における
女性の役割を正しく理解していただくとともに、女性の能
力発揮を促進することを目的として定められ、女性達の学
習や交流の機会として、農山漁村における女性の経営参
画・社会参画の推進に大きな役割を果たしています。
　本年度は、「女性が動く、男性が動く、農林水産業が動く、
そして地域が動く」をキャッチフレーズに、24回目となる
記念の集いを開催します。
　当日は、（株）石見銀山生活文化研究所所長�松葉登美氏
による講演会や起業等で活躍している女性達や農山漁村の
活性化のための活動等を実施しているシニアの方々、今後
の地域の担い手として期待されている若手農業者、役員等
への女性登用に積極的に取り組んでいる農業委員会やJA
等の表彰及び活動報告などが予定されています。
　農林水産業関係者に関わらず、多くの方にご来場頂きた
いと考えています。（参加費無料）
詳細は、以下のHPをご覧下さい。
http://www.weli.or.jp/council/councilcalendar.html
日時：平成23年3月10日（木）10:00～16:00
場所：よみうりホール（東京都千代田区）

「第24回農山漁村女性の日記念の集い」の開催
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　ある日、夫を送り出して
から妻は高い熱を出し寝込
んでしまいました。夫が仕
事から帰ると、妻はふとん
をかぶって寝ているもので
すから、夫は大変心配し
て、大丈夫なの、薬は飲ん
だの、熱はどのくらいある
の、病院に行ったほうがい
いよと、ものすごく労わ
り、そして「いいよ、夕飯
は。僕の夕飯なら心配しな
くて。外で食べて帰ってく
るから。」そう言って夫は
出かけるのですが、その夫
の後ろ姿を見て、妻は何て
冷たい人だろうと、ぽろぽ
ろ涙を流す。
　どこかで聞いたことがあ
るなと思っている方もいる
と思いますが、これは中央
大学法学部の広岡教授がご
講演で話される男女共同参
画に関するエッセンス。
　その広岡先生が、長年の
念願だった詩人デビューを
されたそうだ。そして、そ
の中の作品がシンガー・ソ
ングライターの目にとま
り、CDまで販売される。
興味のある方は聴いてみて
は。

（編集デスク　M.T）

編集後記

Editor's Note

Relay Talk 2

名古屋市男女平等参画推進センター　センター長

Shibuya Noriko 渋谷 典子
「伝える」「つなげる」「行動する」―三つの
方向から企画事業を展開しています。例え
ば、「伝える」「つなげる」を目的とする市民
交流事業では「広める企画」「深める企画」
―二つの視点から事業を開催しています。
　「広める企画」―名古屋城と女性史を関

連づけたシンポジウム「それ行け！名古屋城」には歴史
に関心ある男性たちが多数参加し、講演会「ドラゴンズ
を社会学する」では世代を越えてドラゴンズ・ファンが
集合したこともあります。
　「深める企画」―チャレンジ・フォーラム「社会人が
大学の門をくぐる時」から書籍『女性たちの大学院』
（生活書院：2009年）が生まれました。平成22年6月には
「ISO26000」に着目し、シンポジウム「男女共同参画の
視点で考えるCSR」を開催しました。今後も、多様なス
テークホルダーを巻き込み男女共同参画社会の実現へと
つなげていきたいと思っています。

Relay Talk 1

広島県安芸郡熊野町　くまのセミナー　会長

Itou Mayumi 伊藤 まゆみ
　筆の～都の～♪ハァーサッコリャサ♪　
熊野のまちは～♪
　これは、筆祭り唄。毎年秋分の日に開催
される「筆祭り」で、高らかに唄われてい
る。熊野町は、伝統文化である筆づくりを
基幹産業とした、人口2万5千人余りの町で

ある。3年前、「男女共同参画宣言都市」となった。役場
正面には、毎日大きな懸垂幕が、誇らしげに掲げられて
いる。
　「くまのセミナー」では、年間5・6回さまざまな事業
を企画運営して、男女が対等なパートナーシップを築け
る社会をめざして活動している。例えば、男女共同参画
講演会を開催したり、食育や環境教育を学ぶため、子ど
もも大人も男女が一緒になって、麦の収穫などの体験農
業をする。運営準備は大変であるが、みなさんの笑顔が
励みになる。これからも普段の生活からさまざまな角度
で共同参画を進めていくお手伝いをしていきたい。
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※詳しくはこちらのホームページをご覧ください。http://www.weli.or.jp/council/pdf/h22iosei.pdf




